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柏市母子保健計画の

推進について

資料５
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〇計画の位置づけ

１ 柏市母子保健計画の計画期間とこれまでの取り組み

H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

柏市母子保健計画は本市のまちづくりの基本的な方向性を示す「柏
市第五次総合計画（平成２８年度から令和７年度）」における分野
別計画とし，本市の母子保健に関する「基本計画」の役割を有して
おります。

〇計画の期間
計画の期間は，平成28年度から令和7年度までの10か年です。令和2年
度3年度の２か年をかけて中間評価及び計画の見直しを実施しました。
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○議事内容は以下のとおり。
１ 令和４年度柏市保健衛生審議会について
２ 柏市母子保健計画の推進について
３ 柏市母子保健事業の取り組みについて

○柏市母子保健計画の推進についてでは，「柏市母子保健計画 中間
評価とその結果に基づく計画の見直し」の効果的な周知方法と進捗
状況の確認方法についてご検討いただきました。

２ 令和４年度柏市保健衛生審議会母子保健部会の
振り返り
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○令和４年度柏市保健衛生審議会母子保健部会では，周知状況を報告し，
効果的な周知（対象者，方法等）について意見をいただきました。

○主な意見は以下のとおり。
・市民に情報が届きづらい。ホームページ以外のアプリやQRコード等の活用を
・基本目標２の達成率が低いため，学校教育関係を周知先に入れてほしい
・周知を行った地域住民の反応が把握できるとよい

＜現在までに取り組んだ内容＞

○ 各種会議や研修会，母子保健事業従事者に配付，説明
・柏市保健衛生審議会母子保健部会委員
・柏市民健康づくり推進員連絡協議会（役員会・定例会）
・庁内関係課（子育て支援課，こども支援室，保育運営課，
こども発達センター，保健予防課，健康増進課 等）

・母子保健従事者
○ ホームページの掲載および行政資料室の配架継続

３ 効果的な周知方法について

○各柏市立小中学校に配布
○電子親子手帳での配信
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○令和４年度柏市保健衛生審議会母子保健部会では，資料６「柏市母子
保健計画指標推移」，資料７「柏市母子保健計画進捗状況」により柏
市母子保健計画の進捗状況を把握することを承認いただきました。

４ 柏市母子保健計画の進捗状況について

プロセス（過程）指標やアウトプット（事業
実施量）指標，ストラクチャー（構造）指標の
推移を確認していくもの。
アウトカム（結果）指標の変化に向け，現在

実施している事業の実施経過を把握していく。

アウトカム（結果）指標の推移を確認してい
くもの。
柏市母子保健計画策定時に，数値による目標

値を明示し，施策の効果を測定する指標として
設定したもの。

母子保健計画指標推移 資料６

母子保健計画の進捗状況 資料７
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令和４年度実績より 柏市母子保健計画の主な進捗状況について

中間評価時に，指標が悪化しており，課題としてあげられたものから
下記の３つにポイントを絞り，資料６「柏市母子保健計画指標推移」，
資料７「柏市母子保健計画進捗状況」を用いて説明します。

１

２

３

増加する特定妊婦・ハイリスク妊婦への切れ目ない支援

乳幼児健診未受診者への対応

地域課題の視点・地域ぐるみの子育て支援の強化
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指標推移より
・指標14ハイリスク妊婦の割合，指標15特定妊婦の割合は増加傾向
・補足データ「要支援ケースフォローの割合」は改善傾向
進捗状況より
・メンタルヘルスの課題を抱えた妊産婦への支援を検討する周産期メンタルヘ
ルスカンファレンスを定例で実施（資料7：P８）

・産後ケア事業の拡充（資料7：P８）や伴走型相談支援の実施（資料7：P1）
等により切れ目ない支援を充実

増加する特定妊婦・ハイリスク妊婦への切れ目ない支援

指標推移より
・指標7乳幼児健康診査の未受診率は令和4年度改善
進捗状況より
・乳児一般健康診査では新生児訪問時の声かけや電子親子手帳を活用した受診
勧奨を実施（資料7：P3）

・幼児健康診査では，はがきでの受診勧奨時期の工夫や予約可能期間の拡大を
実施。また，2歳又は4歳に達し対象外となった児について電話・訪問にて
調査し，未受診理由と児及び保護者の健康状態，発達等の確認を実施。
（資料7：P4）

乳幼児健診未受診者への対応
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指標推移より
・指標10今後も柏市で子育てをしたいと希望する親の割合（参考値）は
横ばい

進捗状況より
・柏市民健康づくり推進員活動（資料7：P5）では，令和4年度より新型
コロナウイルスの感染状況に合わせて活動を再開。令和5年度より健康
増進課とも連携を開始

・地域子育て支援事業では，拠点の利用者は31,000人台，地域子育て支援
センターの利用者は25,000人近くとなっている。（資料7：P12,13）

・一時保育事業（資料7：P6）やファミリー・サポート・センター事業
（資料7：P5）の利用者は増加。

・幼稚園・保育園等の所属のない，参加できない親子に対し，母子保健事
業と要保護児童対策事業で連携した支援を実施。令和8年度子ども若者総
合支援センター設置を見据えた体制を検討している。(資料7：P8)

地域課題の視点・地域ぐるみの子育て支援の強化


